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半 期 報 告 書

1 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の 2に規定する開示用

電子情報処理組織 (EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁を付して

出力・印刷したものであります。

2 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四半期
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綴じ込んでお ります。
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【表紙】

【提出書類】 四半期報告書

【根抄と条文】 金融商品取引法第24条の4の 7第 1項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成24年 2月 13日

【四半期会計期間】 第34期第 3四半期 (自  平成23年 10月 1日  至 平成23年 12月 31日 )

【会社名】 大阪製鐵株式会社

【英訳名】 OSAKA STEEL CO., LTD.

【代表者の役職氏名】   代表取締役社長 永 広 和 夫

【本店の所在の場所〕   大阪市大正区南恩加島一丁目9番 3号

(上記は登記上の本店所在地であり、実際の業務は下記の場所で行つております。)

【電話番号】

【事務連絡者氏名】

【最寄りの連絡場所】   大阪市中央区道修町3丁 目6-1

【電話番号】 大阪06(6204)0163

【事務連絡者氏名】 財務部長 久 埜 誠 一

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町 2番 1号 )

株式会社大阪証券取引所

(大阪市中央区北浜一丁目8番 16号 )
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第一部 【企業情報】

第 1【企業の概況】

1【主要な経営指標等の推移】

回次

第33期

第 3四半期
連結会計期間

第34期

第 3四半期
連結会計期間

自 平成22年 10月 1日
至 平成22年 12月 31日

自 平成23年 10月 1日
至 平成23年 12月 31日会計期間

18 63 26 641株当たり四半期純利益金額    (円 )

(注)1

2

3

4

当社は四半期連結財務諸表を作成してお りますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

てお りません。

売上高には、消費税等は含まれておりません。

第33期第 3四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第25号 平成22年 6月 30日 )を適用し、遡及処理 しております。
潜在株式調整後 1株当たり四半期 (当 期)純利益金額については、潜在株式が存在 しないため記載しておりま

せん。

2【事業の内容】
当第 3四半期連結累計期間において、当社グループ (当社及び当社の関係会社)において営まれてい

る事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません9

第33期

第 3四半期
連結累計期間

第34期

第 3四半期
連結累計期間

第33期回次

自 平成22年 4月 1日
至 平成22年 12月 31日

自 平成23年 4月 1日
至 平成23年 12月 31日

自 平成22年 4月 1
至 平成23年 3月 31

日

日
会計期間

53,870 70,483売上高 (百万円) 52,529

7,068経常利益 (百万円) 5 728 5,051

4,747 3,064 3,916四半期 (当期)純利益 (百万円)

4,433 2,946 2,818四半期包括利益又は包括利益   (百 万円)

121,280 121,165純資産額 (百万円) 122,780

137,403総資産額 (百万円) 140,097 138,025

115,04 76.14 94,911株当たり四半期 (当期)
純利益金額

(円 )

潜在株式調整後 1株当たり
四半期 (当期)純利益金額

(円 )

86 8 87 5 87 9自己資本比率 (%)

-2-



第2【事業の状況】

1【事業等のリスク】
平成23年 3月 期有価証券報告書 (平成23年 6月 27日 晃出)に より開示を行った内容から重要な変更がな

いため、記載を省略しております。

2【経営上の重要な契約等】
該当事項はありません。

3【 財政状態、経営成績及びキヤッシュ ロフローの状況の分析】

(1)業績の状況

当第 3四 半期連結累計期間におけるわが国経済は、平成23年 3月 に発生した東 日本大震災におけ

る未曾有の被害と福島第一原子力発電所の事故による影響に加え、歴史的な円高の進行や世界経済

の減速など、総じて厳しい状況が継続いたしました。

当社の属する普通鋼電炉業界につきましても、建築・土木分野の長期低迷による大幅減産の継

続、鋼材市況の軟化、円高による輸出環境の悪化に加え、主原料スクラップ価格の動向が極めて不

透明であるなど、厳 しい経営環境となりました。

このような環境の中、当社グループは、東 日本大震災の復興に資する諸施策への対応を最優先に

取 り組むとともに、生産・販売・調達一体となったきめ細かな対応を図りながら、あらゆる無駄の

排除に取り組むCo ZERO活動を強化・推進 し、グループ全社を挙げて徹底したコス ト削減を追求して

まいりました。加えて、需要家の皆様にご理解を頂きながら適正価格の維持・改善に努めてまいり

ました。

この結果、当第 3四 半期連結累計期間の当社グループにおける鋼材売上数量は66万 8千 トン (前

年同期実績64万 9千 トン)、 売上高は538億 7千万円 (前年同期実績525億 2千 9百万円)、 経常利

益は50億 5千 1百万円 (前年同期実績、棚卸資産評価方法変更影響除き 44億 6千 7百万円、棚卸資

産評価方法変更影響含み 57億 2千 8百万円)と なりました。また、特別損失として減損損失を 1億

5千 1百万円計上 (前年同期は特別利益として固定資産売却益を18億 1百万円計上)したことか

ら、四半期純利益は30億 6千 4百万円 (前年同期実績47億 4千 7百万円)と なりました。

なお、当社グループは普通鋼の生産及び販売並びにこれらの運送を営む単一のセグメン トとなつ

ております。

(2)研究開発活動

当第 3四半期連結累計期間の研究開発費の総額は 4百万円であります。
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第3【提出会社の状況】

1【株式等の状況】
(1)【株式の総数等】

① 【株式の総数】

発行可能株式総数 (株 )種類

113,812,700普通株式

113,812,700計

② 【発行済株式】

(2)【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4)【 ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

(6)【大株主の状況】

当四半期会計期間は第3四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

内容
提出日現在発行数 (株 )
(平成24年 2月 13日 )

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

種類

第 3四半期会計期間末
現在発行数 (株 )
(平成23年 12月 31日 )

42,279,982

戻京Π正券 |「又引所
(市場第一部 )
大阪証券取引所
(市場第一部 )

単元株式数は
100株 であります。普通株式 42,279,982

42,279,982計 42,279,982

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

年月日
発行済株式
総教増減数
(千株 )

発行済株式
総数残高
(千株 )

11,77142,279 8,769平成23年 12月 31日
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(7)【議決権の状況】

当第 3四 半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認でき

ないため、記載することができないことから、直前の基準日(平成23年 9月 30日 )に基づく株主名簿

による記載をしております。

① 【発行済株式】
9月 30日

(注)1 「完全議決権株式 (その他)」 欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が200株 (議決権 2個 )含まれて
おります。

2 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式75株が含まれております。

② 【自己株式等】
平成23年 9月 30日 現在

2【役員の状況】
該当事項はありません。

区分 株式数 (株 ) 議決権の数 (個 ) 内容

無議決権株式

議決権制限株式 (自 己株式等)

議決権制限株式 (その他 )

(自 己保有株式 )
普通株式

2,337,700
完全議決権株式 (自 己株式等) 単元株式数は100株であります。

完全議決権株式 (その他 )
普通株式
39,893,700

398,937 同上

単元未満株式 48,582
普通株式

発行済株式総数 42,279,982

総株主の議決権 398,937

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株 )

他人名義
所有株式数
(株 )

所有株式数
の合計
(株 )

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合 (%)

(自 己保有株式)
大阪製鐵爛

大阪市大正区南恩加島
一丁目9番 3号

2,337,700 2,387,700 5 53

計 2,337,700 2,337,700 5 53
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1

第4【経理の状況】

.四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」 (平成

19年内閣府令第64号 )に基づいて作成 しております。

2.監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の 2第 1項の規定に基づき、第 3四半期連結会計期間 (平成23年 10月 1

日から平成23年 12月 31日 まで)及び第 3四半期連結累計期間 (平成23年 4月 1日 から平成23年 12月 31日 ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けておりま

す 。
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1【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位 :百万円 )

前連結会計年度
(平成23年 3月 31日 )

当第 3四半期連結会計期間
(平成23年 12月 31日 )

資産の部

流動資産

現金及び預金

受取手形及び売掛金

製品

仕掛品

原材料及び貯蔵品

繰延税金資産

預け金

その他

貸倒引当金

流動資産合計

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物

減価償却累計額

建物及び構築物 (純額 )

機械装置及び運搬具

減価償却累計額

機械装置及び運搬具 (純額 )

工具、器具及び備品

減価償去「累計額

工具、器具及び備品 (純額 )

土地

建設仮勘定

有形固定資産合計

無形固定資産

その他

無形固定資産合計

投資その他の資産

投資有価証券

長期貸付金

関係会社長期貸付金

繰延税金資産

その他

貸倒引当金

投資その他の資産合計

固定資産合計

資産合計

349

※1※222,161

5,337

274

4,580

399

56,222

143

△ 3

308

※1, ※226,882

5,952

299

5,004

252

42,796

147

△4

89 464 81 639

18,438

△ 12,459

18,478

△ 12,764

979 713

53,787

△45,148

53,504

△43,963

9 541

5,630

639

△ 4 809

5,771

△4,979

821 792

29,338

241

29,186

459

45,921 44,790

16 16

16 16

1,303

6

991

5

10,000

246

417

△ 83

235

489

△ 83

2,001 ll,578

47,939 56.385

137,403 138,025
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B (単位 :百万円)

前連結会計年度
(平成23年 3月 31日 )

当第 3四半期連結会計期間
(平成2 3年 12月 31日 )

負債の都

流動負債

支払手形及び買掛金

未払法人税等

修繕引当金

その他

流動負債合計

固定負債

繰延税金負債

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

その他

固定負債合計

負債合計

純資産の部

株主資本

資本金

資本剰余金

利益剰余金

自己株式

株主資本合計

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

その他の包括利益累計額合計

少数株主持分

純資産合計

負債純資産合計

※1,※27,089
1,740

1,093

2,196

※1,※28,962

542

1,078

2,509

12,120 13,092

2,030

1,658

144

284

1,568

1,634

165

283

4,117 3.652

16,238 16,744

8,769

10,648

101,963

△ 082

8,769

10,648

104,215

△ 3 101

120.532120,298

418 283

418 283

448 465

121,165 121 280

137,403 138.025
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第3四半期連結累計期間】

(単位 :百万円)

前第 3四半期連結累計期間
(自 平成22年 4月 1日
至 平成22年 12月 31日 )

当第 3四半期連結累計期間
(自 平成23年 4月 1日
至 平成23年 12月 31日 )

売上高

売上原価

売上総利益

販売費及び一般管理費

運搬費

給料及び賞与

退職給付引当金繰入額

役員退職慰労引当金繰入額

減価償去口費

その他

販売費及び一般管理費合計

営業利益

営業外収益

受取利息

受取配当金

固定資産賃貸料

その他

営業外収益合計

営業外費用

出向者給料等負担金

固定資産除却損

その他

営業外費用合計

経常利益

特別利益

固定資産売却益

特別利益合計

特別損失

減損損失

特別損失合計

税金等調整前四半期純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

法人税等合計

少数株主損益口同整前四半期純利益

少数株主利益又は少数株主損失 (△ )

四半期純利益

21

79

134

80

20

117

38

52,529

7974

53,870

672

8.1978,732

1,783

528

25

41

770

3,180 3,232

551 964

319 257

39

35

56

62

51

142 170

5,728 5,051

801

1.801

151

151

5297 4,899

2,228

682

1,965

△ 148

2,911 1,817

4,618 3,082

△ 129 17

4,747 3,064
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【四半期連結包括利益計算書】
【第3四半期連結累計期間】

(単位 百万 円 )

前第 3四半期連結累計期間
(自 平成22年 4月 1日
至 平成22年 12月 31日 )

当第 3四 半期連結累計期間
(自 平成23年 4月 1日
至 平成23年 12月 31日 )

少数株主損益ロー周整前四半期純利益

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金

その他の包括利益合計

四半期包括利益

(内訳 )

親会社株主に係る四半期包括利益

少数株主に係る四半期包括利益

4,618

△ 184

3,082

△ 135

△ 184 △ 135

4,433

4,562

△ 129

2,929

17
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当第 3四半期連結累計期間
(自  平成23年 4月 1日  至 平成23年 12月 31日 )

第 1四 半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上

の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」 (企業会計基準第24号 平成21年 12月 4日 )及び「会計上
の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」 (企業会計基準適用指針第24号 平成21年 12月
4日 )を適用しております。

【追加情報〕

【注記事項〕

(四半期連結貸借対照表関係)

※1 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換口をもつて決済処理してお

ります。

なお、当第 3四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であつたため、以下の四半期連結会計

期間末日満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

前連結会計年度
(平成23年 3月 31日 )

当第 3四半期連結会計期間
(平成23年 12月 31日 )

受取手形

支払手形

164百 万円

316  〃

※ 2 当第 3四半期連結会計期間末日が金融機関の休 日であつたため、債権債務の一部について期末

日期 日のものが四半期連結会計期間末残高に含まれております。

その主なものは以下のとおりであります。

前連結会計年度
(平成23年 3月 31日 )

当第 3四半期連結会計期間
(平成23年 12月 31日 )

売掛金

買掛金

5,419百万円

1,744  〃

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係 )

当第 3四 半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第 3四半期連結累計期間に係る減価償去口費 (無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおり

であります。

第
自
至

前
く
3四半期連結累計期間
平成22年 4月 1日
平成22年 12月 31日 )

当第 3四半期連結累計期間
(自  平成23年 4月 1日
至 平成23年 12月 31日 )

減価償却費 2,829百万円 2,186百万円
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(株主資本等関係)

前第 3四半期連結累計期間 (自  平成22年 4月 1日  至 平成22年 12月 31日 )

1.配当金支払額

2.基準日が当第 3四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第 3四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

当第 3四半期連結累計期間 (自  平成23年 4月 1日  至 平成23年 12月 31日 )

1 配当金支払額

2.基準日が当第 3四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第 3四 半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

(セ グメント情報等)

〔セグメント情報〕

前第 3四半期連結累計期間 (白  平成22年 4月 1日  至 平成22年 12月 31日 )

当社グループは普通飼の生産及び製品等の販売並びにこれらの運送を包括的に営んでおり、当社グ

ループで経営資源の配分の決定及び業績評価を行っていることから、事業セグメントは単一であり、

該当事項はありません。

当第 3四半期連結累計期間 (自  平成23年 4月 1日  至 平成23年 12月 31日 )

当社グループは普通鋼の生産及び製品等の販売並びにこれらの運送を包括的に営んでおり、当社グ

ループで経営資源の配分の決定及び業績評価を行つていることから、事業セグメン トは単一であり、

該当事項はありません。

1株当たり
酉己当額 (円 )

基準日 効力発生日 配当の原資決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

平成22年 3月 31日 平成22年 6月 7日 利益剰余金平成22年 5月 28日

取締役会
普通株式 206 5.00

平成22年 9月 30日 平成22年 11月 29日 利益剰余金
平成22年 10月 28日

取締役会
普通株式 618 15 00

1株当たり
百己当額 (円 )

基準日 効力発生日 配当の原資決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

平成23年 3月 31日 平成23年 6月 7日 利益剰余金平成23年 5月 19日

取締役会
普通株式 412 10 00

平成23年 9月 30日 平成23年 11月 23日 利益剰余金平成23年 10月 27日

取締役会
普通株式 399 10 00
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(1株当たり情報)

1株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項 目

前第 3四半期連結累計期間
(自  平成22年 4月 1日
至 平成22年 12月 31日 )

当第 3四半期連結累計期間
(自  平成23年 4月 1日
至 平成23年 12月 31日 )

1株当たり四半期純利益金額 115円 04銭 76円 14銭

(算定上の基礎 )

四半期純利益金額 (百万円) 4,747 3,064

普通株主に帰属しない金額 (百万円)

4,747 3,064普通株式に係る四半期純利益金額 (百万円)

41,266,485 40,247,802普通株式の期中平均株式数 (株 )

(注)潜 在株式調整後 1株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在 しないため記載しておりません。

2【その他】
第34期 (平成23年 4月 1日 から平成24年 3月 31日 まで)中間配当については、平成23年 10月 27日 開催の

取締役会において、平成23年 9月 30日 の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当

を行うことを決議致しました。

1.配当金の総額

2.1株 当たりの金額
3.支払請求権の効力発生日及び支払開始日

399百万 円

10円

平成 23年 11月 28日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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d

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  乾

平成24年 2月 13日

大阪製鐵株式会社

取締役会 御中

良       印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  西 野 勇 人  印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の 2第 1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大
阪製鐵株式会社の平成23年 4月 1日 から平成24年 3月 31日 までの連結会計年度の第 3四 半期連結会計期間
(平成23年 10月 1日 から平成23年 12月 31日 まで)及び第 3四半期連結累計期間 (平成23年 4月 1日 から平成
23年 12月 31日 まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算
書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期 レビューを行つた。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成 し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の

ない四半期連結財務諸表を作成 し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す

ることが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施 した四半期 レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当≧認められる四半

期レビューの基準に準拠 して四半期レビューを行つた。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論
当監査法人が実施 した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠 して、大阪製鐵株式会社及び連結子会社の平成23

年 12月 31日 現在の財政状態及び同日をもつて終了する第 3四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示して
いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかつた。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注)1.上 記は、四半期 レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社 (四半期
報告書提出会社)が別途保管しております。

2 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデ ータ自体は含まれていません。



【表紙】

【提出書類】

【根拠条文】

【提出先】

【提出日】

【会社名】

【英訳名】

【代表者の役職氏名】

〔最高財務責任者の役職氏名】

【本店の所在の場所】

【縦覧に供する場所】

確認書

金融商品取引法第24条の 4の 8第 1項

関東財務局長

平成24年 2月 13日

大阪製鐵株式会社

OSAKA STEEL CO., LTD

代表取締役社長 永 広 和 夫

大阪市大正区南恩加島一丁目9番 3号

株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町 2番 1号 )

株式会社大阪証券取引所

(大阪市中央区北浜一丁目8番 16号)



1【 四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長永広和夫は、当社の第34期第 3四 半期 (自  平成23年 10月 1日  至 平成23年 12月

31日 )の 四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載 されていることを確認いたしま

した。

2【特記事項】
確認に当たり、特記すべき事項はありません。


